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１ 個別帰属額等の届出書の提出先及び提出期限 

連結子法人は、各連結事業年度の連結確定申告書の提出期限までに、連結子法人の本店又は主た

る事務所の所在地の所轄税務署長に個別帰属額等の届出書（①個別帰属額の届出書、②連結法人税

の個別帰属額及び連結地方法人税の個別帰属額の計算の基礎を記載した書類）を提出しなければな

らないこととされています（法81の25）。 

 

２ 個別帰属額等の届出書用紙の送付について 

連結子法人が提出する個別帰属額等の届出書用紙については、連結子法人の所轄税務署から連結

子法人宛に次に掲げるものを送付しています。 

① 個別帰属額の届出書 

② 個別帰属額等届出書付表セット（別表四の二付表から別表十六㈧までの別表のうち主要なもの） 

届出に当たり、税務署から送付した用紙以外の用紙を使用しているため、翌連結事業年度以降、

送付が不要な場合には、個別帰属額の届出書の「翌年以降送付要否」の「否」に○をしてくださ

い。 

( )注  連結子法人の個別帰属額等の届出書用紙の送付先（連絡先）については、その送付先として連結親法人の納

税地を登録することにより、連結子法人の所轄税務署から連結親法人宛に送付することができます。 

今後、連結子法人が提出する個別帰属額等の届出書用紙の送付先を連結親法人の納税地とする場合には、連

結子法人の所轄税務署長に異動届出書（連絡先の登録）を提出してください。 

 

３ 個別帰属額等の届出書の添付書類 

個別帰属額等の届出書には、次に掲げる書類を添付します。 

① 貸借対照表及び損益計算書 

② 株主（社員）資本等変動計算書又は損益金処分表 

③ 勘定科目内訳明細書 

④ 事業概況書 

⑤ 組織再編成に係る契約書等の写し 

⑥ 組織再編成に係る主要な事項の明細書 

( )注  Ⅰ５に掲げる連結確定申告書及び地方法人税確定申告書の添付書類のうち⑧の明細書・証明書等については、

その明細書・証明書等が連結子法人に係るものである場合には、個別帰属額等の届出書にその写しを添付してく

ださい。 

なお、規則第37条の６第１項第８号((外国税額控除を受けるための書類))の書類のうち連結子法人に係るもの

は、連結確定申告書及び地方法人税確定申告書に添付することに代えて、その連結子法人の個別帰属額等の届出

書に添付することもできます。その際には、連結確定申告書及び地方法人税確定申告書の別表六の二㈡（平成28

年４月１日前に開始した連結事業年度にあっては、別表六の二(二の二)）にその旨を記載してください。 

 

Ⅱ 個別帰属額等の届出書の提出について 
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４ 連結法人税の個別帰属額及び連結地方法人税の個別帰属額の計算の基礎を記載した

書類 

連結法人税の個別帰属額及び連結地方法人税の個別帰属額の計算の基礎を記載した書類の作成に

当たっては、連結確定申告書及び地方法人税確定申告書の別表の写しを使用することとして差し支

えありませんが、添付を省略することはできません。この点、Ⅰ６⑵と異なりますので御注意くだ

さい。 

また、作成及び添付に当たっては、次の点に御注意ください。 

① 個別帰属額に係る明細書（各別表の付表）だけでなく、その個別帰属額を算出するために必要

な別表も添付する必要があります。 

例えば、平成28年４月１日以後に開始する連結事業年度において外国税額控除を適用する連結

子法人にあっては、「別表六の二㈡付表 各連結法人の外国税額の控除に関する明細書」の「連

結控除限度個別帰属額13」の金額の計算において「別表六の二㈡ 連結事業年度における外国税

額の控除に関する明細書」の「連結控除限度額15」の金額が必要となるため、「別表六の二㈡付

表」だけでなく「別表六の二㈡」も併せて添付することとなります。 

② 別表の一部に個別帰属額に係る記載欄が設けられている別表については、その個別帰属額に係

る記載欄だけでなく、それ以外の欄についても記載します。 

例えば、「別表十四の二 連結事業年度における寄附金の損金算入に関する明細書」にあって

は、連結グループ全体の損金不算入額等が個別帰属額の計算に必要となるため、「個別帰属額の

計算」以外の各記載欄につき、その連結所得の金額の計算において記載した金額を転記します。 

このことは、「別表六の二㈠ 連結事業年度における所得税額の控除に関する明細書」などに

ついても同様です。 

③ 連結親法人と連結子法人の全てが記載される別表については、他の連結法人の記載欄を消さず

に添付してください。 

例えば、連結グループで損金算入限度額が設けられている「別表十五の二 交際費等の損金算

入に関する明細書」にあっては、「個別帰属損金不算入額」の「同上以外の場合23」の計算の基

礎となる「損金不算入額５」の算出に各連結法人の支出交際費等の額の合計額及び支出交際費等

の額のうち接待飲食費の額の合計額が必要であるため、連結法人の全てにつき「６」から「21」

までの各欄を記載します。 
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５ 個別帰属額等の届出書の編てつ順について 

個別帰属額等の届出書については、個別帰属額の届出書を表紙として、連結法人税の個別帰属額

及び連結地方法人税の個別帰属額の計算の基礎を記載した書類及び添付書類を次の区分に応じた順

に並べた上で提出してください。 
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【個別帰属額等の届出書】 

＋ 

個別帰属額の届出書付表 

個別帰属額の届出書 

【        】 個別帰属額の計算の 

基礎を記載した書類 

明細書・証明書等(写) 

別表○○ 

別表四の二付表 

【添付書類】 

組織再編成に係る書類 

勘定科目内訳明細書  

株主(社員)資本等変動計算書又は損益金処分表 

貸借対照表、損益計算書 


